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1. はじめに
　2015年9月、国連サミットで「持続可能な開発のため
の2030アジェンダ」（E1763参照）が採択され、2001年の
ミレニアム開発目標（MDGs）の後継として17個の目標
からなる持続可能な開発目標（SDGs）が立てられた（表
1参照）。先進国も含めた全ての国と地域を対象とし、

「誰一人として取り残さない」ことを目標としたもの
である（1）。17個の目標とそれに関わる169個のターゲッ
トは多岐の分野にわたるものであり、採択から4年が
経過した現在では、様々な場面でSDGsに関する活動
やプログラム等が行われてきている。
　図書館界でも国内外で様々な取組が行われている。
特に国際図書館連盟（IFLA）では2018年、11番目の目
標である「包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持
続可能な都市及び人間居住を実現する」に関するポジ
ションペーパー（2）や、図書館がSDGsの達成にどう貢献
しているかをストーリー化するためのマニュアル（3）を
公開している。また、各国の図書館協会や国立図書館
から提供された統計等を参照できるウェブサイト
“IFLA Library Map of the World”（4）に設けられたコー
ナー “SDG STORIES” もある。各国の図書館が SDGs
関連の取組を投稿し、共有できるコーナーであり、上
述のマニュアルは同コーナーへの投稿促進を目的とし
たものである。
　日本国内でも、SDGsと絡めて、各図書館で特集コー
ナーが設けられるといった動きも見受けられる（5）。そ
の背景としては、社会におけるSDGsに対する認知度
の高まり、政府・地方公共団体による推進以外にも、塩
崎亮氏が指摘するように、図書館とSDGsとの親和性
が高いということが挙げられるだろう（6）。また、塩崎
氏は、国内の図書館ではSDGsに関する取組が総じて
低調であることに触れつつ、「ただ単にSDGsと関連付
けて紹介・報告されていないだけとも捉えられる」とし、
国内の図書館でこれまで展開されてきたサービス・事
業の多くがSDGsと関わっていると指摘する（7）。筆者
が確認する限りでも、SDGsとの関わりを明記してい
ない取組の中に、SDGsの達成に貢献しているものが
多く見受けられる。本稿では、そのような取組をいく
つか紹介するとともに、SDGsのさらなる推進・普及の
ために何が必要かを考えてみたい。

表1 持続可能な開発目標（SDGs）の一覧（8）

No 持続可能な開発目標（SDGs）
1 あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる

2 飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を
実現し、持続可能な農業を促進する

3 あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を
確保し、福祉を促進する

4 すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い教
育を提供し、生涯学習の機会を促進する

5 ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女
児の能力強化を行う

6 すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可
能な管理を確保する

7 すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能
な近代的エネルギーへのアクセスを確保する

8
包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての
人々の完全かつ生産的な雇用と働きがいのある
人間らしい雇用（ディーセント・ワーク）を促
進する

9
強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的
かつ持続可能な産業化の促進及びイノベーショ
ンの推進を図る

10 各国内及び各国間の不平等を是正する

11 包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続
可能な都市及び人間居住を実現する

12 持続可能な生産消費形態を確保する

13 気候変動及びその影響を軽減するための緊急対
策を講じる

14 持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全
し、持続可能な形で利用する

15
陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、
持続可能な森林の経営、砂漠化への対処、なら
びに土地の劣化の阻止・回復及び生物多様性の
損失を阻止する

16
持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を
促進し、すべての人々に司法へのアクセスを提
供し、あらゆるレベルにおいて効果的で説明責
任のある包摂的な制度を構築する

17 持続可能な開発のための実施手段を強化し、グ
ローバル・パートナーシップを活性化する 

2．国内の図書館における取組
2.1. 健康管理と地域コミュニティの形成
　新潟県の阿賀野市立図書館では、館内に「けんこう
交流スペース」（9）が設けられている。これは施設内の
ギャラリーに脳年齢・血管年齢測定器や肌年齢測定
器、血圧計、フットマッサージ器、ティーサーバーな
どを設置し、くつろぎながら交流できるようにした
ものである。また、同施設内の創作室と呼ばれる部屋
ではフィットネス機器も利用できるようになってい
る。日々の健康を促進するとともに、近所の人や友
人、仲間たちとのコミュニケーションや、緩やかにつ
ながる地域コミュニティ（10）の形成にもつながるもの
である。まさに、SDGs が第3の目標として掲げる「あ
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らゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、
福祉を促進する」ことに関連したものと言える。

2.2. 教育と読書機会の支援
　SDGsでは、「すべての人々への、包摂的かつ公正な
質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進する」
を第4の目標としている。京都府立図書館が携わる「不
登校児童生徒読書活動支援事業」（11）や、鳥取市立図書
館によるこども食堂実施団体への図書提供事業（12）は
この目標達成に寄与している。
　京都府立図書館では、府認定のフリースクールへの
図書貸出や、府内公共図書館・読書施設と連携した教
育支援センター・適応指導教室への図書支援を行って
いる。この取組は京都府教育委員会の平成30年度ア
クションプラン「社会的自立に向けた不登校児童生
徒支援計画」に基づくもので、京都府立図書館から府
内6か所にある京都府教育委員会認定のフリースクー
ルに図書を貸し出すとともに、府内の市町村立図書
館や読書施設に図書を支援し、そこから18市町村に
設置されている教育支援センター・適応指導教室に図
書を貸し出すといった連携事業を行うものである。
　鳥取市立図書館は、「こども食堂を利用する子ども
たちが、自分の力で楽しみながら読書ができ、また、
夢や希望を持って将来の自分や家庭・地域を考える
ことができるよう支援するため」に、2018年7月から
こども食堂実施団体への図書提供事業を行っている。
鳥取市人権福祉センターとの連携事業であり、図書
館は20冊程度の図書が入った本箱5箱程度を人権福祉
センターに届け、人権福祉センターはこども食堂の
開所日に1箱から数箱を持参し、子どもたちが利用で
きるようにする。希望があれば、読書ボランティアに
よる読み聞かせの仲介も行っている。

2.3. ジェンダー平等の達成
　女性支援に関する取組は各地方公共団体や NPO・
NGO 等でも広く行われているが、大阪市立中央図書
館による「WikiGap エディタソン2019 in 大阪」（13）の
開催もその一つである。女性についての記事コンテ
ンツをWikipediaに追加するというイベントであり、
2019年10月にスウェーデン大使館との共催により実
施された。インターネット上のジェンダーギャップ
を埋めることを掲げた取組であり、SDGs の第5の目
標「ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児
の能力強化を行う」に寄与するものである。
　女性支援については、大阪府立男女共同参画・青少
年センター（ドーンセンター）（14）内の情報ライブラリー
が行っている専門図書館としての活動も注目に値す
る。同館では、女性情報と男女共同参画社会に役立つ

情報を中心に、女性による地域の活動グループの広報
誌や行政資料なども所蔵しており、豊富な関連資料を
活かして情報相談等を活発に行っている。その件数は
年間数千件にのぼるという（15）。女性向けのキャリア
カウンセリングやブックサロンなどのイベントも充
実しているほか、ドーンセンター内に託児所が設け
られ、母親がセンター内での読書や情報収集、休憩、
イベント参加等の際に子どもを預けられるよう、一
時保育サービスも提供している。

2.4. 働く人の支援と環境整備
　SDGsの第8の目標は、「包摂的かつ持続可能な経済
成長及びすべての人々の完全かつ生産的な雇用と働き
がいのある人間らしい雇用（ディーセント・ワーク）を
促進する」ことである。公共図書館では、2000年前後か
らビジネス支援サービスへの取組が積極的になされて
いるが（CA1950参照）、これらもSDGsと関わりを持つ
ものと言える。
　大阪市立淀川図書館がハローワーク淀川と共催して
いる就職支援セミナー「図書館de ハローワーク」（16）も
その一例である。仕事と子育ての両立を考えている人
を対象としたセミナーであり、乳幼児向けの催しの後
に、ハローワーク淀川の職員によるハローワークの使
い方の説明が行われる。就業支援のみならず、女性支
援という側面も有する取組である。
　働く人の支援と環境整備に関しては、労働専門図書
館である大阪産業労働資料館（エル・ライブラリー）の
取組も紹介したい。同館では、労使関係、労働問題と労
働運動など労働に関するもの全般のほか、経済、公害
問題、環境・原発問題、市民運動などの分野の書籍、及
び明治期以降の社会・労働運動や産業・経済に関する資
料を所蔵しており、それらを活用して労働及び労働問
題に関わる情報支援を続けている（17）。その他会員限定
ではあるが、閉館後の閲覧室内をラーニング・コモン
ズ（CA1804参照）として利用に供し、館内資料を利用
した勉強会・研究会等もできるようになっている。

3. まとめ
　ここまで、SDGsとの関わりを前面に出していなくと
も、実はSDGs達成に貢献する取組が各地の図書館で行
われていることを紹介した。このように見ると、SDGs
達成のために国内の図書館が果たしている役割は決し
て小さいものではない。一方で、SDGsとの関わりが明
示されていないと実態としてなされている貢献が見え
にくいという側面もある。このような取組とSDGsと
の関わりを明示し、図書館が果たしている貢献を可視
化していくことが出来れば、SDGsのさらなる推進・普
及にもつながるのではないか。
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　可視化を進める上では、関連する取組事例の集約・共
有も有効である。「はじめに」に述べたIFLAによる“SDG 
STORIES”はその実践例であり、その他にも、例えば韓
国図書館協会では、韓国国内の図書館におけるSDGs
に関する取組を国内外で共有するため、事例収集を行っ
ている（18）。このように各図書館の取組をまとめ、可視
化し、共有することで図書館間における連携・協力がで
き、またお互いの刺激にもなるのではないだろうか。
　また、エル・ライブラリーやドーンセンター情報ライ
ブラリーのような専門図書館においては、それぞれの
分野と絡めたSDGsに関する取組を継続的に実施して
いくことができるという強みがあると言える。専門図
書館については2019年の第105回全国図書館大会分科
会でも「地域とつながる専門図書館」がテーマとされて
いるように、その図書館が扱う分野を専門とする人々
への奉仕だけでなく地域とのつながりも重要視されて
きている（19）が、この2つの図書館は大阪市立島之内図書
館作成の「中央区まちじゅう図書館マップ」（20）に掲載さ
れているなど、地域の一図書館としても活動し、地域の
中で生きてきた図書館でもある。こうした図書館では、
専門資料を求める人だけではなく地域の図書館や他の
施設とも連携していくことで、地域レベルでSDGsの
理念を広めていくことができるのではないだろうか。
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